
 

発監第  15  号 

令和元年 8 月 14 日  

 美濃加茂市長 伊藤 誠一 様  

 

   美濃加茂市監査委員 永田 博和  

      同     渡辺 孝男 

 

平成 30 年度美濃加茂市財政健全化審査意見及び 

経営健全化審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第

3条第1項及び第22条第1項の規定により、健全化判断比率、資金不足比

率並びに証書類の審査を行った結果、別添のとおり意見を提出します。 
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美濃加茂市財政健全化及び 

経営健全化に関する審査意見書 
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平成30年度美濃加茂市財政健全化審査意見書 

 

1. 審査の対象 

1) 実質赤字比率 

2) 連結実質赤字比率 

3) 実質公債費比率 

4) 将来負担比率 

5) 前各号の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

2. 審査の期間 

令和元年7月26日から同年8月8日まで 

 

3. 審査の概要 

この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施

した。 

 

4. 審査の結果 

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。                     

（単位：％） 

健全化判断比率 
平成 30 年度 

健全化判断比率 
早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率 － 13.09  

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 18.09  

実 質 公 債 費 比 率 5.7 25.00  

将 来 負 担 比 率 － 350.00  

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がない場合並びに将来

負担比率が算出されない場合は「－」で記載している。 

 

5. 健全化判断比率審査資料 

1） 実質赤字比率 

（1） 実質赤字比率算定根拠 

     実質赤字比率＝一般会計の実質赤字額／標準財政規模×100 

 

（2） 実質赤字比率算定基礎 
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                             （単位：千円 ％） 

一般会計歳入総額 22,483,749  

一般会計歳出総額 20,978,397  

歳入歳出差引額① 1,505,352  

翌年度へ繰り越すべき財源② 145,210  

実質収支額（①－②）③ 1,360,142  

実質赤字額（③が黒字の場合は、0と記載） 0  

標準財政規模 11,690,642  

実質赤字比率（③が黒字の場合は、－と記載） －  

 

2） 連結実質赤字比率 

（1） 連結実質赤字比率算定根拠 

     連結実質赤字比率＝連結実質赤字額／標準財政規模×100 

 

（2） 連結実質赤字比率算定基礎 

                            （単位：千円 ％） 

一般会計実質収支額 1,360,142  

国民健康保険会計実質収支額 130,913  

介護保険会計（保険事業勘定）実質収支額 181,675  

介護保険会計（介護サービス事業勘定）実質収支額 0  

後期高齢者医療会計実質収支額 30,597  

介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計実質収支額 810  

小   計 1,704,137  

水道事業会計資金不足（剰余）額 2,157,691  

下水道事業会計資金不足（剰余）額 632,429  

小   計 2,790,120  

合   計 ① 4,494,257  

連結実質赤字額（①が黒字の場合は0と記載） 0  

標準財政規模 11,690,642  

連結実質赤字比率（①が黒字の場合は－記載） －  

 

3） 実質公債費比率  

（1） 実質公債費比率算定根拠 

実質公債費比率＝（地方債元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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／標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準

財政需要額算入額 

   

（2） 実質公債費比率算定基礎 

                             （単位：千円 ％） 

地方債元利償還金① 1,586,332  

準元利償還金② 967,287  

特定財源③ 494,120  

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④ 1,584,934  

標準財政規模⑤ 11,690,642  

単年度実質公債費比率（28年度） 6.41543  

単年度実質公債費比率（29年度） 6.07643  

単年度実質公債費比率（30年度） 

（① ＋②）－（③＋④）／⑤－④×100 
4.69601  

実質公債費比率（３か年平均） 5.7  

※ 実質公債費比率は、小数点第2位を切り捨て 

 

4） 将来負担比率 

（1） 将来負担比率算定根拠  

将来負担比率＝将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方

債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）／標準財政規

模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

   

（2） 将来負担比率算定基礎 

（単位：千円 ％） 

将来負担額① 31,953,709  

充当可能基金額② 7,465,111  

特定財源見込額③ 7,534,125  

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額④ 21,328,447  

標準財政規模⑤ 11,690,642  

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額⑥ 1,584,934  

将来負担比率 ①－（②＋③＋④）／⑤－⑥×100 －  

※ 将来負担比率が算出されない場合（地方債現在高などの将来負担額よ

り基金などの充当可能財源が多い場合）「－」となる 
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平成30年度美濃加茂市経営健全化審査意見 

 

1. 審査の対象 

1) 資金不足比率 

2) 前項の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

2. 審査の期間 

令和元年7月26日から同年8月8日まで 

 

3. 審査の概要 

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施し

た。 

 

4. 審査の結果 

審査に付された次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

（単位：％） 

会  計  名 平成 30 年度資金不足比率 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 － 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0 

※ 資金不足比率欄は、資金不足がない場合「－」で記載している。 

 

5. 資金不足比率審査参考資料 

1） 水道事業資金不足比率 

（1－1）水道事業会計資金不足比率算定根拠（法適用企業） 

資金不足比率＝資金の不足額／事業の規模×100 

（1－2）資金不足比率算定基礎（単位：千円） 

（1） （資金の不足額） 

      

 

 

※ 答えが0以下になる場合は、0とする。 

（2） （事業の規模） 

流動負債等 ＋ 建設改良費以外の地方債の現在高 － 流動資産等 ＝ 0 

280,038 ＋         0        － 2,437,729 ＝ 0 
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（3） 資金不足率 

     （1）／（2）は、0／1,199,719となり、資金不足率は「－」となる。 

 

2） 下水道事業資金不足比率 

（2－1）下水道事業会計資金不足比率算定根拠（法適用企業） 

資金不足比率＝資金の不足額／事業の規模×１００ 

（2－2）資金不足比率算定基礎（単位：千円） 

（1） （資金の不足額） 

      

 

 

※ 答えが0以下になる場合は、0とする。 

（2） （事業の規模） 

    

    

 

（3） 資金不足率 

     （1）／（2）は、0／855,261となり、資金不足率は「－」となる。 

事業収益の額  －  受託工事収益の額  ＝    0 

1,201,582    －     1,863      ＝  1,199,719 

流動負債等 ＋ 建設改良費以外の地方債の現在高 － 流動資産等 ＝ 0 

466,984 ＋         0        － 1,099,413 ＝ 0 

事業収益の額  －  受託工事収益の額  ＝    0 

855,705     －     444       ＝  855,261 


